



佐 ・藤 利 光'
問題め視点`
会計学は会計が行なわれている会計実務現象 をその研究対象 としている。'・_■
と くに,「制度会計」 と呼ばれている領域 にあっては,一 「制度」 とい うものが もっ と
くユと
も典型的に言い うるのは法律制度であって一会計は法(あ るいは法体系)の 中で検討 され
なければな らない ものであろっ。 ・,… ・
',その場合に,検 討 されるべ きあるいは論ぜ られるべ き対象は,.その法が実現 しようとし
ている目的 とその目的に奉仕する会計 との関係である。
こあ関係の中で,・会計(あ るいは会計数値)が 制度的に意味あるものに成立 してい く。
換言すれば,企 業の経済諸活動が会計実務現象(会 計数値)'どして表明され,そ れ らが
法の定める ところにより整 えられて,そ の ことにより法の目的が実現 されるということで
ある。 ・ ・,







においてその制度的状況の中で今 日どのような経営組織の諸形態が存在 し,そ の諸形態 と
の関連でいカ1なる課税が行 なわれているかについて,そ の全体像 を概観 しようとするもの
である。"…
28ゴ ー ・ 一 〒→ 壁.理 ・.知:・ 識 ≒:一 、;
,t、(2)
1.ドイツにおける経営組織および会社経営の諸形態
融'已 で`濠者濠 を行溺 谷ilそ∂繕融 融:は,晶晶劇 已
会 社(Partepreederei)およ び 相 互 保 険 会 社 、(VersicherUhgsverein・aufGegenseitigkeit)等













個 人 企 業(Einzelunternehmung)
民 法 上 の 組 合:(GesellSchaftbUrgerlichenRechts)9皐
商 事 組 合(PersonenhandelSgesellschaft)
会 社(Kapitalgesellshaft)








;個 人 企 業 ・(日n2創unternehm加g)・`・ ‥'!:・ ・::、1"tl.・li"・il.:∴'al't、
こ の 企 業 形 態 は 法 律 上 の 主 体 を も た ず 企 業 そ の も の は 個 人 の 所 有 に 属 す る 。'一・',川.:い
1し た が つ て,こ の 企 業 の 経 営 に あ た り債 務 の 全 て に 責 任 を 負 うd・ こ の こ と か ら 個 人 の 私
的 な 資 産 は 同 時 に 企 業 の 資 産 で も あ る 。・-ttパ い ■,.1・'・・ 『'、 ∵・∵ ・・.・'.t1',lls・パ
(5)
個 人企 業 は原 則 ・と・して商 業 登 記 簿(Handelsまegi§ter)『に登 記 され なけ れ ば な ら1ない 。
f:・.そして,課 税 にあ た つ て は法 律 上 の主 体 で あ る個 人が 税 を負 担 す る.1,:・ 一 ・ ∴
い ・tt-'ゼ 」'::㍉:ttt・ r':・L… ・t・L,.,.…'. .:.1.tt・.1
表 ノ1経 営 組 織 の 諸 形 態 と そ の 特 徴(注3)・ ∴
'経'営 膨'態
個 人 企 業
(Einz.luntermhmung)
民 法 上 の 担 合 ・'Lr、、'・、・1㌧
縞 二n』。h。輌,b竃.g、,ll。h』。R』 、幅'
商事組 合

















の有無 登 記 の 有 無 額Fζ制限される
xOx


















:企章の財麟 誰 が躍 の嶺m企 業の公式桓 ・'企業d課mの
所有で'きるか を 有 す るのか 機 関 は.主 体 か一一二}商 人
但i入一'　縫…忙規定　ぎ五'-x
ない
∵x'㌧'・ 組 合』・a ・慧 規定・苧1㌧t'
、1:・'1、 ・1「,1'1・:、.1:};
∴1イ .、9.'、繊 ㌧ 標 定さ・r躍翻 ㌫)
鷲r・ ∴.無限r-1竃:r定さ;鑓認 ㌫
OOGmbHの 経 営者 怯lcme定され 一部(所 得税 ・
ない 財産視は対象 外)
、1',r.・ ・ ド:….・ …::1::"∵t
　 　 　ぷべ　 ぽおぼを コ　 　
、..1・;Ii.・1… ㌧ ・㍗∴:壷 隈:総 会.・.'弓1:有
限責任構成 員'O取 締役会 取 締役会 ・監O
⇒ び ・・。 ・ 取魍 魎一 壷竃2雀 会 ・ノd∵;・
(:畿)
…'・・∴ 一















員 が 負 担 す る 。 ・`F、1∴
∴ 一;L;tLtlF・.・`パ'1"・tt・;'"・ 』1' 、1、-i　　
～○)商 事 組 合'(Perso'nenhand61SgeSellSchaften)、1'"・.'e.`・,
この形 態 の企 業 は,そ れ を構 成 す る構 成 員 か ら完全 に独 立 しだ存在 で は ない6、したが づ
て厳 密 な意味 にお け る法 人格 を有 して いな い ので 法律 的 に はその性 格 は組 合 で あ る。.しか
し,こ れ らの組 合 は そ の企 業 の名 称 を用 い て事 業 の主 体 と して法律 行 為 を行 な う こ とが可
能 で あ る己 つ ま り㌧ この 組 合 自 らが権 利 を取 得 し債務 を負 う。 ∵',∴
こ こで は資 産 は構成 員の 共有 となる;そ して,こ の組 合 は商 業登 記 簿 に登記 を必 要 と さ
れ る 。 ・∵ る.i－ぐ ∴;・'・ ∴ 、1ピ1ぺ　
:課 税 に あ た っ て は 財 産 税(Verm6gensteuer:VSt)と所 得 税`(EiΩkom㎡ersteuer:ESt,)　
(後述)は,組合を構成する構成員が納税義務者 となり,収益税(Gewerbestξuef:GeWSt),
{12}(13)
不動 産 税(Gru㎡dsteuer)お`よび取 引 ・消 費 税t{Verkehr-UndVerbrauChSsteUerh)は企
業 と しての組 合 が 負担 す る。
こ の種 の形 態 にあ っ て は,企 業 と しての組 合 の 債務 を どの範 囲 まで そ の構成 員 が負 うか
とい う観 点 か ら以 下 の三 つ の形 態 に区分 され る。 ・・、'、 ・'"三
く　り　 ラし　
(・1)・合 名 会 社(OffeneHandelsgesellschaft:OHG)'・ 川
べ　カ
合 名会社 にお い で は,∴そ の構 成 員(法 律 的 に は組 合 員,以 下 同 ・じ)'は会社 の 債 務 に対 し
直接 的 に無 限責任 を負 う。 ・lL'晴
この た め,全 て の構 成 員 が会 社 の経 営 に参 加 す る権 限 が与 え られ るが,組 合 契約 に よ り
一部 の構 成 員 につ い て この参 加 を免除 す る こ と も可能 で あ る。 、 い
1・利 益 の分 配 に関 して,組 合 契 約 に よ り別段 の 定 めが ない場 合 は商 法§i21の規 定 に従 う も
の と され て い る。.1・1・ ・(・ti、'.,、
,すなわ ち,'利益 の分 配 は その4%を 各構 成 員 の資 本 金勘 定 に組 み 入 れ,、残 金 が平 等 に分
配 され るので あ る。'∵ ・■い`
30一 一経 理 ・知 識一一・
しか し,実際には利益に関する組合契約によりヂ・各構成員の固定資本拠出額および個人




帰属 し所得税に従 う。 ・(19)
(2)r合資会社(Kommanditgesellschaft:K、G)、_・.・fpl.
合資会社はつ ぎの点で原則的に合名会社 と区別 される。 ∴ ・ ・
す なわち,個 人的に全ての債務を負 う構成員(一 般構成員),つまり無限責任構成員と









無限責任構成員(通 常は一人)に 有限責任会社,通 常GmbH(後述)が あたるのである。
.その理由は,こ の形態が会社法の中で大 きな柔軟性があると言われている。 い
またしばしばGmbHの出資者は合資会社の有限責任構成員でもある。'
個人的に負 う債務の観点からは,こ のGmbH&Co.KGは法律上の形態から言 うと会社






しか も,そ の税率 は構 成 員 そ れぞ れ の所得 水 準 に対 応 しlge/・～53%の間で 適 用 され る。
したが ってt.これ らの 課 税 上 の 違 い か ら もGmbH&Co:KGの 法 律 形 態 が 合資 会 社 の そ
れ よ りもす ぐれて有 利 とな る。.、1、IJ・
ll、 一 (・ 、 、,'・
(21)
(4)諸会社(Kapitalgesellschaften)`・ ・t・1.;-f
会社 は それ 自体 法 人格 を持 ち,・そ の存 在 は株 主 か ら独 立 して い る。)'・a・ ・1∴,
そ して会社 は商業 登 記 簿 に登 記 され な け れ ば な らない 。 ・'
会 社 は その債 務 に資 す るた め財 産 を所 有 し会社 の所 有 者 で あ る株主 は 自分 の 資本 拠 出額
の範 囲 を限度 と して責 任 を負 う。1・ ・1・":
一 ドイツにおける経営組織の形態と課税について一31
だ だ し,株 主 が他 の第 三者企 業 であ る場合 を除 いて であ る。哨また会社 の 経営 は株 主 で な
く法律 に よ り定 め られ た機 関(organs)の責 任 で あ る。個 人 は株 主 に もな りうる し,ま た
会社 の機 関 に もな りうる。`1'・['1-1、'、t、
利 益 の分 配 は,株 主 の負 担す る リス クの水 準 を規 定 して い る資 本拠 出 額 に基づ いて行 な
わ れ る。 ・;'■ ・
また課税 につ い ては,会 社 は利 益 に も とつ く法 人税(KOrperschaftsteuer:KSt)と所 有
す る財 産 に対 す る財 産税(vsDと を負 う。`、.,,r
分 配 され る利 益 は,個 々の株主 の所 得 を構 成 しその 水準 に応 じた税率 で課 税 され る。
この場 合,会 社 に よ り支払 われた法 人税(分 配 され る利 益 に対 しては低 い税 率36%が適
　






、有 限責 任 会社(以 下 単 に有 限会社 どい い,GmbHと表 す)に とって不 可 欠 な機 関 は取締
役 と年次 総 会で あ る。 ・、.・"・ 一,
場 合 に よ りGmbHの 定 款 の条 項 あ るい は法 律(た とえ ば共 同 決 定 法,Mitbestimmun昔
　 ハ
sgesetz:MitbestG)Lにより,監査役会が設けられる。
取締役 はGinbHの日々の業務に責任 をもつ。二,三 の例ではあるが,法 に定められた
年次総会は適正なものである。年次総会では公式に年次決算書の承認,利益の分配の決定,
取締役の選任および解任そ して経営の指揮および監督が行なわれる。





あっては,法 規定の多 くが個々の会社の規約等により修正されるために株式会社 と比較す
ると小口出資者はあまり保護 されていない。　
(2)株式 会社(Aktiengesellschaft:AG)
・取 締 役 会 は最 大五 年 の任 期 で監査 役 会 に よ り指 名 され た一 人あ るい は複数 の者 に よ り構
成 され,ま た再 任 は妨 げ ない。 、 、,'
共 同決定 法 が 適用 され る企 業 にあ って は,取 締 役 会 は労 働 交渉 を担 当す る取締 役 を置 か
な けれ ば な らない。ll
取 締役 会 は独立 してかつ そ れ 自体 の責 任 と しで会社 の経 営 にあ た る。le・ 、
32一 経 理 知 識一－L
したが っ て,別 段 の定 め が ない場 合 にあ って は監査 役 会 あ るい は総 会 か らの指 示 に拘 束
され る こ とは な い。"・ 一.・:...、`1',
労 働 関 係 の担 当取 締 役 は報 酬 あ るい は新 規 採 用等 の雇 用 問 題,従 業 員 の トレー ニ ングそ
して会 社 の施 設等 に責 任 を負 う。'… ㌧'・"
一方 ,監 査 役 会の 構 成 員 は,最 長 四年 の任 期 で総 会 に よ り選任 され る 。彼 らは取 締 役 会
の業 務 につ い て 監査 す る 。r、1・r,・t:崎1'㌧1
この場 合,取 締 役 会 の業務 とは四 ヶ月毎 に計 画 され る活動 お よび企 業 の収 益 性 とそ の 進
行 状 況 につ いて報 告 を行 な うこ とで あ る。1;、:r-li
同 一の 企 業 内 にお い ては取 締 役 で あ る個 人 は,監査 役 会 の構 成 員 とな る こ とは で きない 。




総会の権限は,株 式会社(Aktiengesetz:AktG)§119以下で示 されている。 ・
すなわち,監 査役会(労 働者の代表を除 く)の開催の決定,利 益の分配,ン取 締役会およ
び監査役会の構成員の決定等に対する公式の承認 特別な調査 を伴 う会計監査人を含む複






資本市場において大量の資本調達 をしたい企業にとって,・この株式会社 をして適 しだ法律ノ




に類似 した株主 とが存在 しでおり,前者は通常の株式会社における株主に該当するもので
会社に対する持分を株式の形態で所有 し資本拠出額の範囲内で債務を負 うこ後者は個人的
に責務を無限に負担する株主であ り,この形態をとる場合には,最 低で も後者の株主が一
人は必要である。lte
　
5)登 記済 協 同 組 合(EingetrageneGenessenschaft:eG)一',・・;
'・協 同組 合 の特 徴 は それ 自体 の 目的 の 中 に,ま た結果 的 に経 済 的便益 が そ の構 成 員 に分 配
され る方 法 の 中 にあ る。,





これた対 し,協 同組合ほ通常構成員である企業の便益に対 してぱ共通の基準を採用 して
いる。.つまり,こ こでは構成員が所有 している出資[数 は二次的なものとなり,,:組合員総
会においてただひとつの投票権 をもつにすぎない。t・,
ここで協同組合の経済的便益 とはつ ぎのようなものから成立 している。
(1)特定資源の人手による便益(生 産協同組合)、
これ1≒個人にとつて取得することが経済的に困難な場合である。
たとえ巴?㌘ 興 顕興 嚥 おける大雌 なカ ンし四 機哩 壕 である・
(2)購買力 の結 合 に よる便益(小 売 業協 同組 合)一/・ ・
これ は多量 の 注 文 を出 す こ とに よ り購 入 の状 況 を改 善 し小規 模 な職 人,店 主 あ るい は農
家 の購 買 力を 結 合 す る場 合 で あ る6・'・""tt.・ 一・'!1L
㈲'生 産物市 場 の結 合 に よる便益(商 業協 同組 合)
さ び ト
これは物流 コス トを削減させる場合の結合である。 一
雨 ツにおいて,栖 協蹴 顧 たとえ縮 用鍾 とライフア律 ン麟 融 蜘
はとくに重要である。
協同組合は協同組合登記簿に登記 され,会 社 ・(物的会社)と 同様に法人格を取得する。
さらに,協同組合の経営は監査役会の監督下におかれる経営会議1ごより遂行きれる。、
茸 鯛 組合の事務目 する責任唖 囲1ま・翻 ㈱)と 同権にそれ備,する韓
の総 額 に制 限 され てい る(有 限 責任)。,,・
べ　"2二 経営組織の多様性の影響と重要性 t
《 ・ .1
1.において法律上の各形態 について,主 に企業(事 業)の 主体,す なわち法人格の有
無,登 記簿への登記の有無,負 担すべき債務の範囲,企 業財産の帰属先,経 営管理の主体





有畦 社(GmbH)の拠出資本額たよる企撒 の分布 濤2)噸 点から素描したもので
あ る 。 、tt/:;㌦,1:tt,
・ 《`
表2は 経 営 組織 の種 々の法 律 形態 につ い ての諸 情報 を提 供 して い る。
す なわ ち,コ ラムの'2三ど3;は 企 業 数(絶 対数 と比率)を 示 し)コ ラム4.と5.は そ こ
に従事 してい る労 働 者数(同)を 表 わ して いる。 ・ ・ …





経 営 形 態
t『2㌧' ・3・






























































(注)こ の 数 値 ほ.1987年 以 前 の 西 ドイ ツお よ び 西 ベ ル リン め もの で あ る 。 〉`.:,,∴ ・.'・-t':∵
1
表3経 営の法形 態別によ り分析 された課税取引高(納 税者 にょる総計)、',(i132),;、"・い
課税聖引高総計 納 税 者 納税者当りの取引高
ltt、1










個 人商 人 、(Einzelkaufman,n)





0有 限 会 社(Ginbil5





































出 典;連 邦 統 計 局.シ リー ズ14.Finan・en・ndSteUer,シ リ ー ズ8.Umsat・st・U・・
(注)こ の 数 値 は 以 前 の 西 ドイ ツ お よ び 西 ベ ル リ ン の もの で あ る 。
'ご㍉';
、`.』 二 ・.`…`
t裏:4'株 式会社(AG)と 有限会社(GmbH)'に関する統計:会 社数と拠出資本額(注33)
AG GmbH L・■.=i>
拠.出.資
















類(百 万bM) ..数 ・ ・、、`%
[6)(7)18,





























































(注),この 数値は,1987年の以前の 西 ドイツお よび西ベル リ'ンの もので あるd
、.、
一 ドイツにおける経営組織の形態と課税について一35
そ して コ ラ ム6.は 一 企 業 あkり の 労働 者 数 の 平 均 値 を示 した もの で あ る。t、'
tしか し,こ の デ ・一.タは 東 西 ドイ ツ統 一前 ・(1991年10月)の西'ドイ ツ政 府 の労 働統 計 に よ
る もの で ドイ ツ全 土 の統 計 は まだ存 在 して い ない 。
くゆ ご レ
表3は1986年の取引高税統計か らの各種の企業形態別の取引高(絶 対値 と比率)を 示 し
たものである。
表2の 労働市場 との比較では,表3の 財および用役市場 において,各 々の企業形態の相
対的な重要性あ中にその違いを見い出すことができるもば:.∴ ∴'〉
すなわち,財 お よび用役市場 においては,個 人企業は会社企業の形態 と比較 してその重
要性は低いと指摘 される。 ・一 ・ ・ ㎡'・'・,'・"・
etっつい・て表41キ 株式会社 ・(AG)と有 限会社1(GmbH)の拠出資本額 にりいてめ統計
で あ る。 づ ま り,こ の 統 計 は 会社 の拠 出資 本 額 よ り測 定 され た規 模 別 に よる分 析 で あ る。
ttこの統 計 は,拠 串資 本 額 の総 計 か らはGmbHが 全 体 と しでAG'を上 回 ろ(い る こ と(AG
の1,160億DMに対 しGmbHは1,470億DM),会社 の 数 か らはGmbHで は よ り小 規 模 な会
社 が 支 配 的 で あ る こ と(全 体 の71:8%が50,000DM以下で あ る),♪そ じて拠 出 資 本 額 にっ
い て はAG(57・6%〉 どGmbH(63.5%)の双 方 を支 配 して い る の は 大 規 模 会 社 で あ る こ
と を示 して い る。L・ 、 ・'.・ 〔閲
.表5は,わ が国の平成4年 分の法人数(年 菜数)を 示した ものである。1"・
こ の 表 に よ れ ば 法 人 企 業 数 は,全 体 で2,291,375社で あ り,こ の う ち,株 式 会 社 は
1,115.,125社,有限 会社 は1つ119,071社で あ る。"・ ・1`・'∵
、・そ して;・株 式 会社 の うち1資'本 金1,000万円t(最低 資 本 金)以 下 の 会 社 は,611,654社
(54.8%)であ り,他方 輌有 限 会社 の うち,出 資 金500万円以 下 の そ れ は,776,495社(6913%)
]・
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36≒ 一 経 理 知 識声一'`
で あ る 。.J■1::
し た が ≒)て,両 者 の 合 計 数(2,2341,196社・)の う ち,'.62.1%は,小 規 模 法 人 で(企 業)
で あ る 。 『'・'・ 一,一 ㌧
1∴'{31i)'t"1・ 、:L・11・'い
3.'集 団
・i企業 の諸 活動 は法 律 上 の個 々の枠 組 の 中 に と ど まる もの で は な い。 、 一
効 率 的 な企 業 活動 は,諸 資 源 の効 果 的 な配分 が あ ら て は じめて 達 成 され る もの で あ る3.
そ の ため の 手段 と して,個 別企 業 の集 団化 が指 摘 され る。
こ こで は,ド イ ツにお け る個 別企 業 の集 団 につ い て言 及 す る。i't・:cFl-[1
㌧個 別 に法律 的 に独 立 した企 業 が,経 済単位 と して結 合 す る㎡こ とは可 能 で あ る。・この よ う
な経 済 的 な結 合(た どえば,企 業 合 同 ㌧合 同事 業契 約 ジ コ ン ソル テ リ、ヤ,合 同企 業 体,カ
ルテ ル,企 業集 団化;合 併 等)は ドイ ツの経 済 シス テ ムの 中 で は例 外 とい う よ りむ しろ普
通 となっ てい る。 ・・、:・ ・i,、'.1'・t:・'t
そ して,経 済 的 にその最 も重 要 な タ イプ が 関 連会 社 の集 団化(Konzerrie)である 。`
集 団 は法 律 上独 立 した諸 企 業 の結 合 で あ り統 一 され た管理 の も とで永 続 的 な事 業基 盤 に
も とつ いて構 築 され る もの で あ る。 ↓.、
ドイ ヅ にお い て 諸結 合 形 態 の 中 で コ ンツェ ル ンだ けが 連 結 決 算 書 の 作 成 が 要 求 され て
悔
い る。 、',・;'
以 下 この コ ン ツ ェル ンにつ いて そ の概 要 をのべ る こ とにす る。'・ ・ 、1=,,
:関連(従 属)・会社 をぴ とつ の集 団 に形 成 す る最 も一 般 的 な方 法 は一方 の企 業 が他 方 の 企
業 の資 本 のr部 を所 有 す る こ とで あ る(事 実 上 の コ ンッーSルン:faktischefKonzbrn)。,t、ノ
この 結合 は企 業 契 約(Unternehmensvertrage)一た とえば,管 理 契約 ・利 益 移 転 契 約 ・
経営 施 設 貸 借契 約 ・経営 譲 渡 契 約 等一 に よ り強 化 され る。
'
,こ れ らの 諸契 約 を通 じて 「事 実 上 の コ ンツ ェル ン」 は,そ れが 受 ける よ りも厳 しい法律
It(38)
上 め 条 件 で 結 ば れ る 「契 約 上 の コ シ ツ ェ ル?(Vertrags'konzerne)」'にな る 。
、判 勧 な纈 は大鯛 係によ牲 ずる・それ幽 の企業の資本醐 茸 る.と没 、ら結
果 的 に生ず る もの で あ り,原 則 と して 親会 社 が 子会 社 の監査 役 会 を代 表 す る どい う管 理形
態 を とる1もの で あ るp、 …L'・
1ド イヅ には集団 に対 す る酬|共 同体 指 令に 基づ い だコシ 叛1⇔ 法
1(Konzernfassungsrecftt)があ る 。 ."-t
;・ ・ 、 、 ・1、 ・
;コ ンツェルン法および連結決算に関する商法(HGB)の規定の中に個々の企業における
涜 碩 酷 くに親会社の幽 についての責務棚 定されて・摺 ∴':…,
こぴ 定 の責 務 に1わ ぎ砿 うな ものが 含 油 ⑪ る。1'一:,、 オ'it
1.他企業との結合についてその情報を年次決算書の中に盛 り込むこと。および企業契
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L+t－約 を 商 業 登 記 簿 に 登 記 す る こ と。'.t・t l,.'㌦::,、
2.決 算 書 の 作 成;監 査 お よ び公 表 に 関 す る こ と6 ..・ ・.「 、
'",'3.子 会 社 お よ び そ の 少 数 株 主 と債 権 者 と に つ い て つ ぎの 事 項 を 為 す こ と。・,
a)管 理 委 譲 契 約 お よ び利 益 移 転 契 約 の 締 結 の 結 果,こ こ か ら生 ず る株 主 ぺ の 合 理 的 な





るいは密接 に関連する企業の指示あるいは観点から採用 じている評価方法を示 してい
・7-'る6:,・ ・"Ji'パ ∴ ㌧
d>管 理 契 約 が あ る場 合 の 子 会社 が指 令 に従 う義 務 と利 益 移 転 契 約 の あ る場 合 の利 益 を
移 転 す る義務 。 ・ ・.㌧ 一"い ㌧:一;
・ コ ン ツ ェ ル ン法 の 目的 は,株 主,・債 権者 お よび従 業 員 が集 団 が形 成 される こ どに よ り,
そ こ か ら被 る特 定 の危 険 を減 ず る こ とにあ る。1:'1・',tifl・.
経 済 学 にお い て これ らの危 険 を減 ず る:ごとは∴ 資 産 お よび 労働 市 場 をよ り効 果 的 にす る
リ ヨ
ものと考 えられる。 集団の重要性の兆候は,'そめ過半数の株式保有の程度 にあ玩 、
　の
表6は 株式会社210社のランダムサ ンプ ル'を含む1983年の調査 である㌧ここではサ ンプ

































合 計 75.6 24.4 iOd.o
出典:Ordelheide,D.(1986)'Dt:lkonzerna1sGegenstandderbetriebswir徳c-
・ ・.lhalUi輌西 ・S・hung,B・t・≒・b・噸 ・ch・ftligh・F・rschμnguパ'・'
・(注f鑓 議 羅2?3～312 、.・ ト:・ ∵ 、1、 一
(注2)差異は概算の結果である。
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二 つ の条 件(50%以 上 を保 有 して い るか あ るい は保有 され て い るか)の いず れ か に該 当
す る株式 会 社 は"50%超 の会 社"と 呼 ばれ る。
"50%超の 会社"の 比率 は75%であ る
。 このサ ンプ ルに おい て`f50%超の 会 社'-pの拠 出
資 本 額 は全 拠 出資 本 額 の93%であ る。 写・'・,
これ は数 年 前 と比 較 して伸 び てい る。 ・
"その他 の 会社"、は わず か な例外 を除 い て 二つ の 最 も小 規模 な結 合 に と ど まら て い る。
.また,1千 万DM以 下の 結 合規 模 にお い て もL`!50%超の 会社"の 比 率 はf`そめ他 の 会社"
の約2倍 で あ る。'LL:,、 ・1・ ・1・
ζの こ とか ら,よ り小 規 模 な株 式 会社 は しば しば 集 団 の一 部 で あ る こ とが 明 らか と なる。
他 方,,国家所 有 の"そ の 他 の 会社"の 比率 は相 対 的 に高 い もの とな っ てい る6
さ ら に,管 理 契 約 あ る い は 利 益 移 転 契 約 に よ り結 合 され て い る会社 の 比 率 は 約30%で
あ った。1',
GinbHもまた しば しば集 団 の一 部 で あ る。
1979年そ の種 の会 社 は全体 で220,000社あ り,そ の うち50万DM以 上 の拠 出 額 を有 す る
会社 は5,600社で あ った。',
さ らに ζの5,600社(この 会 社 の拠 出資 本額 は総拠 出資 本 額 の90%にあ た る)の うち40%
くぼ
の会社が他の会社の決定的な影響下にあった。
このGmbHの数値は株式会社のそれと比較す るため限定 された範 囲の もので親会社が
含まれていない。ti・ ・',:1
また,決 定的な影響は過半数の利害関係がなくても生ずるものである。
要約すれば,独 立 した経済的企業 としての株式会社は過去のものとなり,大規模および









所得税および法人税は ドイツ全土にわた り向一の基礎(課 税標準)と 同一の率(税 率)
にもとついて課税される。
営業収益税あ水準は,企 業が設立 きれている自治体ごとに定め られている。 ・,
三つの税の賦課の基礎は,収 益あるいは利益の異なる定義にある。さちに利益に関する
三つの概念はそのいずれ もが,経 済学および商法会計において利益と理解 されているもの
と 一 致 し な い 。 ・、'、
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利 益 の異 な る概 念 の 中 に 共通 す る特 徴 は存 在 して いて もそれ らは 一致 して い ない。'
さ らに三つ の税 の比 率 も同 じで は な い。所 得税 の率 は所得 水 準 に伴 い増加 す る。
法 人 税 の率 は分 配 され る利 益 につ いて36%であ り,通常 の留 保 利益 につ い て50%であ る。
政 府 は留 保 利益 に対 す る率 を45%まで 下 げ る計 画 であ る。1・t- t、
営 業収 益 税 の率 は,設 立 され て い る 自治 体 に も よるが 企業 利益 の約20%であ る。 これ ら
の 税 率 を考慮 す る際 に,営 業 収益 税 の税 額 が そ れ 自体 の 課税 利益 を計算 す る場 合 に1所 得
税 お よび法 人税 とは異 な り,そ の基礎(課 税水 準)か ら控 除 され る こ とに注意 をす る こ と
は 重 要 な こ とであ る。 ・ 、: 、'一;,
この よ う に して営 業 収 益 税 に対 す る有 効 率(Se)は 名 目上 の率(Sn)・(:Se=・Sn/・(1
+Sn))よりも低 い。'、
た とえば25%の名 目上 の税 率 は20%の有 効 税 率 と等 し くな る6'、
つ ま りSn=0.25/1+0.25=0.2と なるo・;
さらにい課税利益を計算する中で相互に控除することができる範囲は,税 の負担を割 り
当てる際に極めて重要となる。 ・"・ 、 …
営業収益税は所得税および法人税に対する利益から控除されるが逆はないのである6こ
こで は,詳 細 に言 及 しな いが,現 在,ド イ ツで は約60種の税 目が あ る。 そ して,社 会 保 障
費 と この 税 に よる歳 入 は,1990年を例 に とれ ば,GNP比40:6%(うち税 に よる もの22.7%
:2,425、OOODMmillion)であ る6・ ・
さ らに,こ の税 の 歳入 の 内訳 で は,勤 労 所 得税,,輸入取 引税,そ して 法 人税 等 の利益 課
税 の三 者 で全 体 の80%を占 めて い るbち なみ に法 人税 の それ は,30,090百万DM.で5.47%
(1990)であ る。'・
　ヨハ
また,利 益を課税標準とする税 目の負担を軽減する税改正が実施 されている。,
く　ハ
1)、』所 得税(Einkommen已teu6r)、・、t,,
利益 の課 税 に関 して ドイツの制 度 で は,企 業 は ひ とつ の組 織 と して課 税 の最 終 的 な客体
で は な い。企 業 の 全 生 涯 を考 慮 してそ の所 有 者 に 対 す る収 益(returns)のみ が,税 に対
して義 務 を負 う。 ・1.,
も し,企 業 の 所 有者 が それ 自体企 業 で あ る な らば親 会社 の個 々の所 有者 が 税 に対 し義 務
を負 う。
・企 業 利益 につ い ての課 税 を理解 す るた め に少 な くと も所得 税 に つい て のだ い たい の概 要
が まず 最 初 に描 か れ な けれ ば な らな い 。・'・'"
・ ドイ ツにお い て,所 得 税 は次 の 間で 区別 され る。`'・ 、
(1)・無 制 限納 税 義 務者　 `',
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これは主に ドイツに居住 してお り・,全ての所得に対 し税の義務のある個人に適用 される。
J(2)制限納税義務者,
に れは ドイツに居住を有 していないか,あ るいは住んでいる個人で彼の下イッにおける
所得のみについて税の義務を負う場合に該当する。`・ 一 、'、
t(3レ拡大制限納税義務者 ・ 、 ・ い"
パ1これは一定の状況のもとで ドイツの所得の拡大された定義 にもとついて,税 を負担する
ドイツから出稼 ぎに出る個人に対 し適用される。,
この規則は,あ る人が住居 をより税率の低い国へ移住 しようとする動機 を押 さえ,かさち
に公的に住居を持 ちたくないとい う動機 を減ずることを意図 した ものである。、
ところで,多 くの財務会計の文献 において課税所得が計算 されるべ き基礎について長期
にわたる技術上の論争があった。 ・ 、,'・ 、
現在の所得税のシステムが展開された時,す なわち世紀の変 り目において対立する二つ
の理論があった。 　
Lプ ロ シア の財 政 の専 門家 で あ るFuistingよに り提 案 され た源 泉 説(Quellentheorie)に
よれ ば,所 得 はそ れ が法律 に定め られ た継 続 的 な源 泉か ら納 税 者 に よ り受取 られ た場 合 に
の み税 に従 う もの で あ る と考 え られ てい た。
iしたが って,'この考 え に従 えば 固 定資 産 の 処 分 に よる臨 時的 な収 益,贈 与tP相続 そ して
投 機 的 な利 益 は所 得 の 構成 要 素 とは み な され てい なか った ので あ る。1891年の プ ロシ ア所
得 税 はFuistingの源 泉説 に基 づ い て い た。 しか し,プ ロ シア で は1916年には 早 くも純 粋
な源 泉 説 は 崩 れ,1920年の ドイ ツ統 一 に よ り決 定 的 とな っ た。`
他 方 対 立 す る理 論 とは,純 財 産 増 加 説 と して 知 られ て い る。 す な わ ち,'これ はSchanl6}
により展開されたものである。ここでは,所 得 とは臨時的な受取 りを含む会計期間の始め
と終 りの間の純資産の増加である。Schanzの理論は ドイツにあっでは1そ れほどの広が
りはなく主にフランスにおける所得の決定に影響を与えたのである。
ドイツは現在,混 合システムを採用 している。所得税に対する賦課の基礎は法に従うて
納税者が会計年度に受取る所得である。'. 、 ・… ば、、:,




収益の跡づけの種類 を分類すると,未 だ古典的な経済理論を認めることがで きる。つま
』りパ所 得 とは
,労 働(雇 用および自家営業からの収益),'土地(農 業および林業からの収
益と賃貸とリースからの収益),お よび資本から構成 される。
表7で は,所 得の最初の三つの構成要素は利益 として表現 ざれる。これらは,納税者が
法に従い帳簿を記帳 しなければならない場合に純資産の増加 という意味においてのみ利益
一 ドイツにおける経営組織の形態と課税について一41
1・;表7所 得税法(EStG)に よる所得の構成要 素(収 益の分類)(注47)'
A.利 益 ,、i
1,農 業および林業 ・ 、
　 ロ ペ ト ハ
補助的 な諸活動(ぐ ターの製造,蒸 溜 酒の製造)を 念 仏 農業および林業か らの利益:
つ ま り',ブドウ栽 培,果 実 および野菜 の栽培1動 物あ飼育 ,牛 の飼育,狩 猟
・2.事 ・業.:一 ・,㍉.・'、





・劇 ㌻ 等卿 収鑓 家聯 動}こおいて・使脚 た諸蜘 蜘 弼0鑑
4.雇 用]・.',」 ・'・.・ 、 ・t
企業.政 府部門,あ るいはそ の他の組織における活動(雇 用)に 関す る賃金 ,棒給,チッ
プ,便 益,ボ ーナス,等 。遺族年金を含む年金。
5,資 本資産/"Pt
2.あるいは,6.に 該当 しない収益からの資本資産からめ所得C会社および協同組合
か らの分 配利益,公 債の利息 と割引き,保 険契約に基 づ く利息。 …" ,、.'
6・蹴(家 賃)お よび リース ・1
い.t.・ 一 一 －t.




当び らの不蜘 な所得 、.・,・'・li… ….、 , i
とな るδ,バ,、'・ ㌦
小 規模 企 業,と くに農 業;林 業 お よび 自家 営 業 にお い て は,そ の利 益 は簡単 な様式,'主
と して現 金剰 余 に基 づ い て計 算 され る。 つ ぎ の4つ の構 成 要素(表7 .4～7)は 剰 余
と表現 され る。
そ れ らは,一 定 の 支 出す な わ ち所 得 関連 費 用(werbungskosten)tを超 え る所 得 の剰 余(貨
幣 お よび貨幣 以 外)で あ る。 .,:、'∴
所 得 関連 費 用 とは,.所得'を獲 得 し,保 障 しそ して維持 す る なかで負 担 した費 用 であ る。
そ れ は主 と して貨幣 支 出 よ り構 成 され る。 た とえば,雇 用 か らの収益 の場 合 には,住 居 と
職 場 の 間の 交 通 費,・あ るい は地代 お よび リー スか らの収 益 の場 合 には抵 当権 の利 子 支払 で
あ る6,1:,、 ・tt⇒ ・ tt・.t:II、[己,.』
さらに,配 分 され る原 価 も所得 関連 費用 に含 まれ る。 と くに地代 お よび リー スか らの所
得 を計 算 す る場 合 にお け る建物 の減価 償 却 費 で あ る。 しか し剰 余1(表7.4ん7).に 対 す
る所 得 を計算 す る場 合 に,利 益(表7.1～3)の 算 定 の状 況 と比 較 して,そ こ には対 応
お よび発 生原 則 の適用 はほ ん の わず か で しか ない。
その 異 な る構 成 要素 に従 う所 得 の決 定 は,所 得計 算 に つ いて の異 な る方 法 の利 用 を可 能




所微 熱 噸 は・課醐 得に所駄 準に見合う継 を適用踵 こと};劫計算される・
課税所得の最初の5,6ユ6pMまで免税である。5,616DMから8」53pMの間の所得では税
率は19%である。 より高い水準の所得 は累進的に高い税率に従 う。120,042DM以上の課
税所得ほ税率S3%の水準に従う。
ドわ 疏 ぼ已 のntnjを47・7。までBlき下げること&計画法 ある.∵
　
2)会 社および協同組合の利益についての課税(K6rperSchaftsteuer)・
1920年以来e'一それ自体法人格を有する経営 く会社 と協同組合)は 個BiJにそれ6の 利i益に
ついて税の責任 を負 う。この税は法人税 と呼ばれる。
法人税の課税標準はつぎのよう に定義 される。 ・
事業年度末の事業純財産
一 前事業年度末の事業純財産 ,,'、
+利 益の配分 と資本の返還`.`皇 一
二 鮮 の酬 と株主恒 のその他醐 出`)
=法 人税に従 う利益`
純財産の決定に対 して,実 質的に個人商人と同様の規則が適用 される。・しか し,企業 と







もしそうでない場合,そ の用語は税 目的のために,資 産 と利益を計算する際に再検討さ
れなければならない。1
株主あるいは株主の家族のメンバーがそのような便益を受取った場合には,そ れは秘密
利益配当として取 り扱われる。当該便益の額は企業の課税利益に加算 され,分 配利益のた
めに設定された税率で課税 される。 、t
他方,も し便益が株主から企業へ流入する場合,当 該取引は秘密投下資本(か くれた資
本拠出)tとして取 り扱われる6dI'、 、
特に重要なことは,株 主の貸出 し金(貸 付金)を 持分 として再分類することである。
1そのような貸出 し金は税の有利性 を創造するポ というのは貸出 し金における利子は課税
一 ドイツにおける経営組織の形態と課税について一43
所得控除費目であるからである。 より簡単に言えば,株 主の利子所得 にもとついて彼によ
り支払われる税坑 その留保利益 にもとづ き会社 により支払われる税よりも低い場合には
当該 利 益 が 分 配 され な いか ぎ りポ この こ とは税 の節 約 へ と導 く。 、 ・一 … ヨ
会 社 の 領 域 と 株 主 の領 域 との 間の 区分 の基礎 とな る原 則 は 明 かで あ る。 しか しそ の適 用
は実 務 上 容 易 で は な い。 この よ うに法律 学 にお い て も相 当 の部 分 が,課 税 の この 領域 の 中
で生 じで い る。"1,L.,e・ ・-1、!.P・'1,こ く　
(1)二重 課税 の 回避,.・ ・-1,.
t会社g)利益 の 二重 課 税 の 回避 く最 初 は企 業 の レベ ル にお い て,次 い で株 主 が 手 にす る利
益 配 当 と して),,は長 い間 ドイ ツだけ で は な くて論 争 され て きた課題 で あ る・。,`
1977年の 税 の改 正 前,会 社 の利 益 は利 益 配 当 と して分 配 され た場 合 に,株 主 の側 にお け
る所 得 税 の 義務 を負 って い た。 つ ま り二 度課 税 され てい た。`
しか しな が ら,・1977年にお いてimpuitationsys'temがつ ぎの効 果 を もって導 入 さ れ た。',
そ の効 果 とは,最 終 的 に 会社 の利 益 は株 主の 個 人 の所 得 と しての み課 税 される とい う も
ので あ る 。 ・1
・す な わ ち,、個 人 の所 得 税 に従 うの で あ る。 こ の シ ス テ ム は 貸 借 対 照 表 に お け る持 分
(eqUity)の性 質 に永 久 的 な影 響 を与 え た。・、.、
、この 言葉 の重 要 性 に鑑 み い この シ ステ ム の簡単 な概 要 が 会社 の課 税 と株 主 の課 税 ピ の 間
に区 別 が あ る とい う 中で与 え られ るで あ ろ う。'「
i,(・2)会社 につ いて の課 税 ・,・;,.バlt'"、,
会社 の利 益 は,そ れ が留 保 され るか ぎ りにお い て50%の率 の法 人 税 に従 う(税 率 課税 と
呼 ば れ る)。….、
政 策 的 な背 景 か ら認 め られ る税 の 免 除 お よ び削 減の ため に,利 益 部分 に対 す る税 の負 担
は0%～50%の 間で 変化 す るので あ ろ う。tF{
そ こに は しば しば,56%(改 正 前)の 税 を負 った以 前 の利 益 か ら成 る積 立 金 が 存在 して
い る 。そ れ ゆ えに留 保 利 益 と積 立金 をそ れ らが 負担 した税 率 に従 って 区分 す る必 要 があ る。
なぜ な ら,そ れ らが配 分 され る場 合 に それ らは36%の一定 の 税 率 を負 担 しなけ れ ば な ら
ない か らで あ る。1二.Jtい,.(r、 ・ ・、'
・企 業 が す で に36%以上 で課 税 され て い た利 益 を配 分 した場 合 には その 期 の納 税 申告 書 に
お け る減 額 ある い は場 合 に よれば還 付 を請 求 す る こ とが で きる。 ・ 『.,・
.反対 に利益 が 当初36%以下 の 税 を負 担 した場 合 には追 加 的 な税が 配 分 に際 して支払 わ れ
るべ きで あ る。`'∵ 、,.・ ・ し.
企 業 は利益 が 留 保 され るか ぎ りにお いて の み,50%の 通 常 の税 率 を受 け る。'T
、'さら に企 業が36%以 下 の税 率 とい う形 で会 計 上 の有 利 性 を享受 す る場 合 に は,そ れ らの
便益 は利益 が配 分 され た場 合 に元 の 状 態 に戻 す こ とが要 求 され る。'・ ・1‥
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この こ との 背 後 には,社 会の 負 担 で税 の軽 減 を受 け る代 りに,・そ の こ とが仮 に投資 を促
進 す る こ とが 容 易 に認 め られ た と して も,企 業 は配 当 を控 え るべ き であ り白 そ じて株 主 は
節 約 され た税 の 範 囲 に消 費 を控 え るべ きで あ る とい う政 策上 の 考 えが あ る。 ・ ・ 、 ∴
1、国家 は この 規 則 を通 じて税 節 約 に対 す る暗 黙 の代償 と して節 約 を され た税 は企 業 に投 資
され るべ き で あ る こ と を要 求す る。,、'∴ ㌔ ∵ テ.パ`
あ とに続 く利 益 配 当 の た め に支 払 わ れ た,あ るい は還付 され た法 人税 額 を確 認 す る た め
に,配 当可 能 な留 保利 益 の 永 久的 な記 録 シス テ ム を もつ こ とが必 要 となる。1いli
、繰 越 され た利 益 は,一 般 的 に4:つの 個 々の積 立金 に分 類 され るbす な わ ち,EK56;EK50,
EK36そしてEKO・(EK56:56%の税 を負担 した 自己資 本,EK:Eigenkapital)'であ る。1…
この1ことは,そ れ ぞ れ の 税率 の た め に個 々の 積 立 金 を創 設 しなけ れ ば な らな い こ とを避
け る た めで あ る。,、'・ ・ ㌧ 〉:β.,
留 保 され て い る利益 が,こ れ らの 率 の ひ とつ で課税 され た場 合 に税 引後 の額 が 特定 の積
立 金 に 配 置 され る 。 た と えば 標 準 的 な5p%の 率 で 課税 され た利 益 はEK50め積 立金 に配
置 され る。1・
こ れ らの積 立 金 が 配 分 され る場 合,EK56が最 初 に分 配 され,そ して当 該 積 立 金 が使 い
尽 され た場 合 にEK50が分 配 され る こ とが 基 本 的 なル÷ ルで あ る。 ∴,",,、.
い この ル ごル は ∴企 業 が 通 常,税 の還 付 を最 大 に し,そ して追加 的 な税 の支 払 を最少 に し
た い とす る こ とに一致 して い る。 　 {一 ・ 一
貸 借 対 照 表 にお い て,積 立 金 の異 な る分 類 が,利 益 積 立 金(GewinnrOcklageri)の項 目
の も とに要 約 され て い る。 バ,、 ㌧ ・∵ ∴'
こ れ らの積 立 金 が,資 本 にお け る収 益 率,あ るい は負 債/持 分率 を分析 す る際 に考 慮 ざ
れ る場 合,そ の 評価 は利 益 積 立 金 の総 額 がEK50ある い はEKOを 表現 す るか否 か に依 る。
しか しなが ら,貸 借 対 照 表 あ るい は注 記 に お いて もこの 区別 をデ ィスク ロざズ す る義 務
は な い ので あ る。 、/一 一 ・
ま と め
本 稿 は,ド イ ツで現 在 展 開 されて い る経 営 組 織 形態 と,そ れ に対 応 す る課 税(特 に利 益
を 課 税 べ 〔ス)に つ い てEurdpeanFinancialReportihg-Germany(1994)を手 が か り と し
て概 観 した もの で あ る。 ・ 一'、
表1に お い て,各形 態 の 法 人格 の有 無 等 の各 項 目 よ りそ れ ぞれ め特徴 が要 約 され て い る。
そ して,表2～ 表4に お い て,そ れ らが展 開 され て い る状 況 が た とえば,企 業 数,売 上
高,資 本 金 等 の 観 点 か ら要 約 され て い る。 「 ㍉ 一'・、
つづ い て,1課税 につ い て は,と くに課 税 標 準 を 「利 益 」1とす る もの,す な わ ち主 に所 得




、各経 営組 織 形態 は,課 税 につい て基 本 的 にnetitralであ響 。
つまり,税の最終負担者は自然人である個人である。 とくに,商事組合と課税の関連に
ご　
おい て,!`貸借対 照 表結 合 説"皐(Bilanzbtindeltheorie)が指 摘 されて い 、る。
これ は,所 得税 目的 の ため に構 成 員 の貸 借対 照 表 を結 合 し,そ の結 果 と して ,課 税 は行
なわれ ないが企 業 と して の利益 を確 定 しよう とす る もの で あ る。 、
また,責 任 の範 囲,お よび税 目的 の た め に極 め て有 利 性 が あ る と され るGinbH&Co,
KGも 特 筆 され よ う。'tt・:
しか し,ド イ ツに お け る企 業形 態 の全 体 の流 れ は,各 法律 形 態 の 枠 を超 え た経 済 的 に
結 合 され た集 団へ と移 項 しつ つあ る。(表6)・.
したが って,こ こで は言 及 され て い な い が,こ の 企業 集 団(Koniern)と課税 の関 係,
つ ま り,Organtrager(支配 会 社)-Organschaft(器管 会 社)と の 関連 が極 め て重 要 な 問
題 とな る。t-'1'一'tr;
以 上,ド イツの企 業 形 態 と課 税 とを概 観 した。'・1/t
制 度 会計 を考 察 す る上 で,制 度(法 体 系)内 部 の検討,づ ま り上位 規 定 と下 位規 定 の整
合 性,あ るい は論 理 一 貫性,ま た 同位 規 定 内の検 討 は極め て重 要 であ る。
しか し,一 方 で現 に存在 す る 諸規 定(諸 法律)を 制 度的 選択肢 と して,企 業 が作 り出す
状 況 を認 識 す る こ と も同様 に大 きな問題 と言 える ので あ る。
～t'.寸,一 ・'1㌦',
注




{5)E「商 業登 記簿 は 商 人の 商 号,営 業 の場 所,そ の 他法 定 の事項 を登記 す る帳簿 で あ つて,商 人 ど
取 引 しよ う とす る相 手方 そ の他 の 第三者 に商 人の 営 業 に関す る事 項 を公示 す る 目的 を有・し,区 裁
判所 が これ を管 掌 す る。登 記 は連 邦 広報 お よび裁 判所 の指 定 した一新 聞紙 に広告 しなけれ ば な ら・
な い。登 記 お よび広 告 の な され な い間,登 記す べ きであ1った事項 を第三 者 に対 して 主張 す る こ と
は で きない。商 法§8以 下)」山田 晟編 「ドイツ法 律用 語辞典」 大学書 林 ・昭和56年182頁 。
なお我 国商法8条 で は,小 商 人 に はこれ を適用 しない こ とを定め てい る。`・F・t
また,同 主 旨の我 国,・商 業 登記法 は昭和39年4月1日 よ り施行 されて い る。 わが 国商 業登 記 の
沿革 につ いては黒 木学 著 「新商 業 登記 読 本」 商事 法務研 究会pp.2--3に詳 しい。
(6}Orde!heideandPfaff,Ibid、,P.25・,『1).
46-一 経 理 知 識一
(7),我国の民 法 で はそ の667条(組合)お よび同668条(組合財 産 の共有)等 に同様 の 規定 を有 す る。
(8)OrdelheideandPfaff,Ebid.,PP.25～26オ:曇 ・',
(9)我国 の場 合 「合 名 会社 」 お よび 「合資 会 社」 につ い ては 商 法53条に規定 があ り一;'さら にその52
条 におい て 「会社」 を明定,つ いで54条にお いて法 人格 を認め て い る。1`、 ・j
この商 法52条は民 法33条(法 人成 立 に関 す る原則),同35条(営 利 法人 の設 立)め 規定 を受 け た
パもの で ある。'・t'"=;'1
ドイツ商法(HGB)は,個人商人お よびこの商事組合(人的会社)に対 しその第三編第一章(§238
.～§263).にす べ て の 商 人 に対 す る規 定 を 設 け て い る 。 ・.1.,
W.フ レー リ ッ ク ス ・宮 上 一 男 監 修 「現 代 ドイ ツ 商 法 典 」 森 山 書 店PR3'一 一51参照 。.
(10)OrdelheideahdP飴ff,・lbid.,P.52
こ の 税 は 資 産 税(Substanzsteuern)の一 形 態 で あ り,所 得 税 あ る い は 法 人 税(KOrperschaftsteuer)
が 課 税 され る 全 て の 個 人 お よ び 法 人 が,そ の 所 有 す る全 て の 資 産 に対 、し課 税 さ れ る 。1
(11)、Ibid.,p.52,6p.54～55",'・
こ の 税 は 国 内 企 業(営 利 経 営)の 利 益 に 対 し地 方 自 治 体 よ よ り課 税 さ れ る 。 原 則 的 に課 税 の 対
象 は 全 て の 企 業 で あ る 。 ま た 本 税 は,営 業 収 益 税(GewerbeertrllgsteUef)と営 業 資 本 税
(GewerbCkapitalsteuer)・か ら構 成 され て い る 。… ・ ・ 「:.、'Iu
(IZIbid..p.52資産 税 の 一 形 態 で,・農 地 お よ び 山 林 を含 む不 動 産 に 課 税 され る 。'・1、
(IS'Ilbid.,pp:53-'"54取引 税'(Verkehrsteuern),は 利 害 関 係 者 に とっ て,利 益 の あ る な し に 関 係 な
く取 引 自 体 に 課 税 す る もの で,こ の 税 に は,付 加 価 値 観(Mehrwertsteuer:MWSt),不動 産 取 引
税(Grunderwerbsteuer:GrESt),保険 税(Versicherungsteuer),為替 税(Wechselsteuer),資本
取 引 税(Kapitalverkehrsteuer:KVSt)が含 まれ る 。
な お,資 本 取 引 税 は,会 社 設 立 税(Gesellschaftsteuer)と証 券 売 上 税(BorSenumSatzstedeDか
ら,構 成 され る もの で あ っ た が 資 本 市 場 の 活 性 化 の た め に1991年お よ び1992年そ れ ぞ れ 廃 止 され
.た。 ・…
(14)Ibid..P.25
(IS;LGesellschftを「組 合 」 と訳 出 す る か あ る い は 「会 社 」 と訳 出 す か に つ い て は,松 本 剛 「ドイ ツ
'商法 会 計 用 語 辞 典 」 森 山 書 店
pp.4～5参 照 。 ・L、:
(1θ我 国 の 「合 名 会社 」・につ い て は,商 法 第 二 章 「合 名 会 社j62条'r'145条に 規 定 。
⑰ 我 国 に お い で,'通常,組 合 員 は∴ 民法 上 の 組 合 を含 め た協 同 組 合 の 構 成 員 を指 し,社 員 は 合 名 ・
合 資 会 社 の 構 成 員 を示 す と理 解 され る の で,・.ここ で は あ え て;構 成 員 と統 一 す る こ と に した 。
(18}OrdelheideandPfaff,lbid.,p.26・・1





¢勃Ibid.,pp.61"一一62ド イ ツ の 税 シ ス テ ム は,imputationsystemが採 用 さ れ て お り,利 益 が 配 分 さ
'れた場 合 に株 主 個 人 の 所 得 税 は つ ぎの よ うに計 算 さ れ る
。(利 益 配 分 を100,000DMとした場 合)に
税込み現金配当額(64%)64,000・
十
こ の 結 果,こ の
15,153DMの合計63,153DMを受 取 る。
㈱Ibid.,pp,26・一27GmbHに 関 して は,本 則 と して,GmbHGが あ り,他 方 ドイ ツ商法 は,AG,
KGaAを含 めて,第 三 編 第二 章(§264～§335)にお いて,年 度決 算 書 お よび状 況報 告 書等 の補 完
規定 を設 け てい る。
W.フ レー リ ックス,宮 上'男,前 掲 書pp.53--253参照 。 ・
我 国の 有 限会社 法 は,規 定 の多 くを商法 の株 式会 社 の規定 に委任 して いる。(有限 会社 法64条)
⑭Ibid.,pp.45・一・50こ こで の本題 で ない ので言 及 してい ない。
鯛Ibid.,pp.27～28AGに関 して は本 則 はAKtGで あ り,ド イ ツ商法 上 の取扱 い は㈱ と同様 で あ
る.
0θIbid.,pp.45--50⑭と同様 。
㈲ 我 国 にお いて は原 則,記 名式 株券 で あ る。(商 法223条)
(2Eli!bid.,p.28
閤Ibid.,p.28ドイ ツ商法 は,第 三編 第 三章(§336～§339)に,協同組 合 に 関す る年 度 決算 書 お





⑭ ⑬ 参照 。
㈱ 国 税庁 企 画課 編 「平 成4年 分 税務 統 計 か ら見 た法 人企 業 の実 態 」大 蔵 省印刷 局 平成5年12月
p.163
会社 に よ り支払 われ た転 嫁法 人税 に対 す る株 主の 請求権 ・36,000
課 税所 得'..'・:・')"「",100`000
課 税控 除費 目お よび所得 控除 、:400
資 本資 産 か らの所得 で株 主個 人 の課税 総所 得 の一部 とな る99,600
株 主 の総所 得 に基 づ いて計算 され た所 得税(例 示)・36,847
会社 に よ り支 払 われ た源泉徴 収税 の転 嫁(64,000×25%).・16,000
会社 に よ り支払 われ た転嫁法 人税 ・L・36,000
税 の返還 に対 す る株 主の請 求権.'.-15,153
株 主 は,企 業 か らの 現 金 配 当 額48,000DM(64,000DM-16,000DM)と,
48-一 経'1理 知 識 一 ㎡・;
幽erdelheideandPfaff,lbid.,P.30.PP.33～34・ ・ ㍉ ・!
BZ.'ド イ.ツ 商 法 §290～ §315= ,W'・ フ.レ ー リ ・y,クス ・ 宮 上 一 男 前 掲 書Epp.121…'20i・ ・..'・ ・1・1
鯛 鈴 木 義 夫 「 コ ン ツ ェ ル ン 会 計 制 度 論 」 森 山 書 店..pp.33・ 一一34参 照 。'・;1、1
倒 前 掲 書pp.39--49参 照 。 …'t'.・"t
艇 身OrdelhejdeandPfaff,lbid.,p.33.・t'.・.・ ・.:・'t..
皐1)Ibid..P.34.HansentH.(1980)"DieGesellschaftergroBererGmbH",GmbH-Rundschau,PP-99




kSIbid.,・.P.56Fuistihg,B.(1902)GnundsatzderSteuerlehreよ り 引 用tt』'・ ・
色⑤16id.,p.56Scfihnz,G.1(1896)`DerEinkom珊ensteuerbegriffunddieEinkoitimensteuergesetze',
Finaz-Archiv,pp.1～87よ り 引 用'1・::" .,'・ ・ 、..tl.1:.
9カIbid.,P.571'い'…"・ …;
色8}Ibid.;.PP.59～62',一 ・・-.s、 〉 …",.・1-『
臼〔〕.Ibid..p`60.㌧`'・1..'、.,.,.『.:...、..
醐lbid..P.62'・ ・ … ∵
61〕lbid.,p,63tti.、.,
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